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1.は じ め に

1.1　 問題の設定

　本研究は第2次 世界大戦後イギ リスにおける移民政策 ・外国人労働者政策 と(国 内向けの)労

働市場政策 ・積極的労働政策 との相互関連にかんする研究の一部である。本稿では戦後、イギ リ

スに移民 してきた多様なマイノリティ・グループの子ども、いわゆる第2世代(お よびそれ以降

の世代)や 、労働年齢に達する以前の子 ども時代に移民をしてきた人々(以 下、子ども移民 と略

記する)の 青年期(義 務教育修了か ら20歳代前半)を 対象に、彼/彼 女たちの社会経済状態を、

統計資料を利用 して分析する。本稿ではエスニック ・グループごとの全体像の把握を優先 し、ジェ

ンダーによる分類は行なわず、次稿において1970年 代から80年代における若年者対象の労働市場

政策 ・積極的労働政策をジェンダーの視点 も加えて分析する。

　まず、移民第2世 代 と子 ども移民に着 目する意義について考察する。図1は 本研究の仮説を概

念図で示 したものである。1940年 代後半以降、イギ リスに流入 した移民が社会に定着 し家族を形

成する過程で、親にともなわれて移民 した子供 と両親の定住後誕生 した第2世 代が成長する。彼

らはイギ リス市民であり、各種労働政策の対象に含まれる。つまり、労働政策が対象 とすべき労

働市場の人的構成そのものが、移民の子 どもたちおよび子ども移民の成長 とともに変化する。19

60年代後半以降のイギ リス政府は、 自国の市民を対象 とした政策にあっても、その中に含まれる

イギ リスにおいて成長 したエスニック ・マイノ リティの若年者の存在を考慮する必要性があった。

もちろん、実際にどの程度彼 らの実情を認識 し、適切な政策を構想 したかは別の問題であり、次

稿で扱う。では、国内における労働政策、特に不況期において失業 している若年者やこれから労

働市場に参加する若年者への労働政策 と、国外から労働力を調達する外国人労働者政策や国外か

らの(潜 在的)労 働者である移民の受け入れを調整する移民政策は全 く無関係であったのだろう

か。本研究の仮説 は、移民政策および外国人労働者政策 と、国内のマイノ リティを対象 とする社

会政策とは、密接な相互関連を持 っている、 というものである。



図1イ ギリス労働市場におけるエスニック構成の変化と政策



1960年 代後半以降、若年失業者が増加するにつれ、若年者の雇用は政府にとって看過できない

問題 となり、彼らに対する職業訓練は重要な政策課題となった。一方、1962年 英連邦移民法以降、

移民への制限が厳 しくなるが、その過程で人種差別的色彩を強め、白人イギ リス人 との血縁関係

がない人々、言い換えれば 「カラー ド」 と呼ばれた非一白人の移民を制限したことはよく知 られ

ている。 こうした移民政策の変遷の背後に、「白人性(whiteness)」 も含めての 「イギリスらし

さ(Britishness)」 へのこだわ りや、イギリスのアイデンティティの喪失への不安があったこと

が指摘されている。スペンサーは、1962年 移民法について労働市場の状況ゆえに移民が制限され

たのでなく、労働市場の状況にもかかわらず移民が制限された、 と主張する2。 とはいえ、移民

政策は結果としては労働力を国内に入れる政策である以上、国内の労働市場の状況 とのかかわり

は考慮されなければならない。また、個別に発給する労働許可証をとおしての外国人労働者政策

を除外 して移民政策と労働市場 との関連を分析することにも無理がある。国内における労働市場

の状況、特に放置すれば社会不安につながる国内の失業者の増加は、移民政策および外国人労働

者政策に影響を及ぼすであろう。 ここで注意 しなければならないのは、労働市場は性別、エスニ

シティ、年齢、能力 ・資格などによって分断されていることである。国内で失業の危険性に特に

さらされている労働者が増加 していても、そのことによって直ちに移民および外国人労働者を縮

小する方向に政策が向かうとは限らない。国内における失業の主たる原因が ミスマッチであり、

失業者を直ちに国内で労働力が不足する分野に振 り向けられないとすれば、国外から適切な労働

者を導入する必要がある。政府の労働市場の状況把握 と労働市場政策、移民政策 ・外国人労働者

政策との関連性は、労働市場の分断を考慮に入れて考察することが必要である。

本研究におけるエスニック・マイノリティは必ず しも新英連邦からの移民に限るわけではない。

イギ リスにとって労働力供給基地 として機能 してきたアイルランドからの移民やポーランド再定

住軍団やヨーロッパ ・ヴォンランタリ・ワーカーズ計画をとおしての東欧系 ヨーロッパ人の受け

入れによって大きく数が増えたヨーロッパ系も含まれる。ところで、エスニック ・グループによっ

て移民がイギ リスに到着 した時期は異なる。アイルランドからの移民は、1950年 代に非常に多 く

なるものの、60年 代 には、50年 代の約3分 の1へ と激減する3。第2次 世界大戦直後には、大量

の東ヨーロッパ系移民が到着 した。一方、1950年 代には西インド諸島からの移民が多いが、その

数は60年代後半には減少する。インド亜大陸からの移民が増加するのは50年代後半以降である。

イ ンド系の到着のピークが1960年 代後半から70年代前半であるのに対 し、パキスタン系の到着は

イ ンド系と同時期にピークを迎えるが50年代後半から80年代末まで比較的分散 している。バング

ラデ ッシュ系はピークを迎えるのは1980年 代に入 ってからである4。移民の ピークの差のずれは、

両親にともわれてきた子 ども移民、移民第2世 代の成長の時間差につながる。子ども移民や移民

第2世 代の学校教育、労働市場への移行などにおいて、エスニック・グループによって対応すべ

き課題が異なれば、この時間差は政策課題の時間差 となってあらわれる。



エスニ ック ・マイ ノ リテ ィ生徒 の労働市場 への移行 やマイノ リテ ィ若年労働者 の失業 問題 は、

1970年 代 後半 以前 の政府 の関心事 か ら抜 け落ちていた。若年失業者 に関 しては1960年 代 後半以 降

の若年失 業者 の急増 に対 して、政府 は高 い関心 を寄 せ、 さまざまな調査 がなされた。60年 代後半

か ら1970年 代 、イギ リスの職業訓練 が立 ち遅 れてい ることが重大 な政策課題 とな った時に も、 問

題視 されているの は白人 の若者で あった。例 えば、70年 代 初めの若年者の失業率の上昇 を背景 に、

彼 らへの職業訓練の問題 を調査 した雇用省 ワーキ ング ・パ ーティの報告書 「資格な し、訓練 な し、

そ して職 な し(Unqualified,Untrained and Unemployed』5は 、十分 な学業 資格が な く、半

熟練以下の職業 に従事することを予定 している若者 に焦点 をあてているが、 ここにはマイノ リテ ィ

への言及 はない。 とはいえ、1970年 代 中 ごろは転換期で もあった。1974年 に 内務省の コ ミュニテ ィ

関係委員会(CommunityRelationsCommission)の 調 査部門 は主 として アフロ ・カ リビア ン

系の若者 の失業 とホー ム レス状態 に関 す る調 査報告書`を 公表 した。調査 は、現 在 な らば社会 的

に排除 された とみな され るであろ う、既存 の職業紹介制度 か らも、家族 のネ ッ トワー クか らもこ

ぼれ落ち るエスニ ック ・マイ ノ リテ ィの若年者 の存在 を明 らかに した。 マイノ リテ ィの若年者 へ

の関心が さらに高ま るの は、1970年 代 の後半以 降であ る。1970年 代 以 降の若年者 への職業訓練 の

歴史を研究 した ダン ・フィンは、政府 がマイ ノ リテ ィの若者 の失業 を深刻 に受 け止 めるよ うにな

る重要 な契機 は1976年8月 の ノ ッテ ィングヒル ・カーニバ ル暴動 であ ったと してい る7。1980年

代 に入 ると、マイ ノ リテ ィ若年者 の失業 問題 は、大 きな社会 問題 にな り、 さまざまな調査 が現 れ

るよ うにな る。

上記の問題 を考察す るうえで、 まず、1980年 前 後 の移民第2世 代 や子 ど も時代 に移民 し成長 し

た若年層が実際に どのよ うな就労状 況であ り、 また彼 らがどのよ うな教育 を受 け、 その結果 どの

よ うな学 業および職業 資格 を取得 したのかをあ きらかにす ることが必要 であ る。 ここでい う若年

層 は、16歳 以上24歳 以 下 であ り、 これは、 イギ リスの失業統計 などで利用 され る年齢 区分 に従 っ

てい る。本稿で は この目的 のために 『1983年 労 働力調査(LabourForceSurvey)』 の データを

利用 して分析す る。 次に資料 について検討 す る。

1.2資 料 につ いて

若年者 をマイ ノ リテ ィ ・グループ ごとに分 けてその属性 を検討 す るためには、個 々人 の属性 が

わか る大量 のデー タが必要 であ る。 イギ リスに在住 す る全 ての人 々を対象 とした調査 には国勢調

査があ る。 しか し、エスニ シテ ィが最 初に質 問項 目に入 れ られたのは、1991年 の調査 である。 イ

ギ リスの人口学者 、デ ィヴィッ ド・コールマ ンとジ ョン ・ソル トは、 この動 きを 「1801年 に 国勢

調査が開始 されて以来、 イギ リスに起 こった もっとも衝撃 的な新 しい進展 一すなわち、(中 略)

非 一ヨー ロ ッパ系のエスニ ックおよび人種 出身者人 口の相 当程度 の増加 一への遅 ればせなが らの

対応」 と評 した8。 戦後 の国勢調 査 にお いては1966年 の10%サ ンプル調査 を含 めて、 出生地 は質



問項 目とな ってい る。 出生地 がその個人 のエスニ シテ ィの代理 とはな らない とい う問題 は、新英

連邦か らの移民 の第2世 代 が成長 す ると問題 とな った。1971年 の 国勢調査 の準備 段階ですで に一

定の対応を とらな ければな らない ことが認識 され、1971年 の 国勢調査 では、追加 的質 問 として両

親の出生 地 とイギ リスへの入国の時期 が加 え られた。1981年 の 国勢調査 では準備段 階において、

エスニ シテ ィを問 う質問を入 れ ることが検討 されたが、 エスニ ック ・グループなどか らの反対 に

よ って実現せず9、1981年 国 勢調査 で は本人 の出生地 を聞 く質問以外、 エスニ シティに関連す る

質問 はな くな った。 また国勢調 査は、学歴 や取得 資格 などは調査 していない。

本稿 で利 用 す る の は、 労 働 力 と しての 個人 を把 握 す る ことを 目的 と した、 『労 働 力調 査

(LabourForceSurvey)』 の うち1983年 の調査(LabourForceSurvey1983、 以 下、LFS83と

略 記す る)で あ る。労働 力調 査は世帯 を単位 として、 その世帯 に属 する個人 のデー タを収集 する

サ ンプル調査 であ る。労働力調 査 は、 イギ リスがECに 参加 した1973年 に開始 され、 その後1983

年 まで は2年 ごとに実施 されていた。84年 か らは毎年調 査が行われ、一部 の項 目につ いて は四半

期 ごとに調査が行われていた。92年 以 降は四半期 ごとの調査 が基本 とな っている。労働力調査 で

は、年齢、教育歴、取 得資格 などの属性 のほかに、就業状況(就 業者、 失業者、非労働 力)、 就

業中の産業や職業、職探 しの方法 など就業にかかわ る質 問を してお り、社会経済状況 の把握 にとっ

て重要 な調査 とな っている。労働力調査 は、1977年 の 調査 か ら個人 の出生地(出 生国)や エスニ ッ

ク ・オ リジンを質問項 目に入 れてい るので、 これ らか ら、調査年 のエスニ ック ・マイノ リテ ィの

若年者の教育歴や取得 資格 な ど人 的資本 の指標 や就労 や職業 などの社会経済状況 の概要 を把握 す

ることは可能 であ る。 ただ し出生地 のみの質 問の場合 は、 国勢調査 と同様 に移民第2世 代 を把握

す ることは困難にな る。

LFS83に 着 目 したのは、 この年 の調査が例外 的に、個人 の出生地 に加 えて両親 の出生地 を質 問

項 目に入れて い るためであ る。本人 の出生 地 と両親 の出生地 か ら移 民第2世 代 の可能性が高 い個

人を識別す ることが可能 とな り、 また出生年 と国外生 まれの場合記録 されてい るイギ リスへの入

国年か ら、あ る個人がイギ リス に移民 した ときの年齢を知 ることが可能であ る。LFS83は イ ギ リ

ス全土か ら調査対象 を ランダムに抽 出 し、 そのサ ンプル数 は247,897、 と全人 口の0.5%程 度 であ

る。 しか し、以上の理由か らLFS83は1983年 の移民第1世 代、第2世 代 の社会経済状況 を示 し、

本研究に とって有効な資料 であ ると判 断 し、利用 す る。

なお、LFS83で は エスニ ック ・オ リジンを原則 的に調査対象 の自己申告 によ って記録 した。調

査にあた ったイ ンタビューアーへのマニ ュアルには 「記録 す るべ きは この問いに対 する情報提供

者の考えであ って、 あなた(イ ンタビューアー:奥 田)の 考 えではない点 を銘記 する こと。 とは

いえ、問16の 国籍 および出生地(問17)と もにイギ リスであ り、 明 らかに白人 であれば、質 問す

ることな くコー ド化 して よい」 とされてい る10。そのため、出生地か ら判 断す るエスニ シテ ィよ

りも実態を反映 してい る可能性 はあ るが、 アイル ラン ド出身者、 ヨー ロッパ 出身者 およびその子



供が 「白人」 に分類 されてい る。 それゆえ、 アイル ラン ド系 および ヨー ロッパ系 の移民 も含 めて

研究対象 とす る本研究に とって、 この分類 は不適切 と判 断 し、 エスニ シテ ィの分類 には出生地 を

利用す る。

1.3世 代 の定義

労働年 齢に達す る以前 に移民 を した人 々の経験 を分析 す るときに、成長 のどの時点 までに入 国

を した人を子 ども移民 と分類 す るか、 その基準 についてはさまざまな基準 が考 え られる。 アメ リ

カ合衆国への移 民の子 ども(ア メ リカ生 まれの第2世 代)と 子 ど も移民(子 ど も時代 にアメ リカ

に移 民)に ついて研究 したチ ョウは、子 どもの場合、入 国時の年齢 によ ってアメ リカでの経験 が

異な ることを念頭に子 ども移民 を3つ に グループ化 した。 すなわち学齢期以前 にアメ リカに移民

した子 どもは第2世 代 とほぼ同等視可能 であ り、 テ ィー ンエイ ジャー としてアメ リカに入 国 した

場合 は、 その経験 が第1世 代 に似 た もの となる。 そ してその中間 にあた るほぼ初等教育期間 にあ

た る年齢の間 に移民 を して きた人 々を、移民1.5世 代 と した11。一方、 イギ リスにおけるアイル ラ

ンド系移 民2世 の研究を行 った ウォル タ等 は、 チ ョウの研究 を受 け、 イギ リスにわた って きた年

齢によ って子 ども移 民 は無 限に細分化 が可能 であ ることを指摘 し、 中間的な世代 を もうける こと

な く、両親 の少な くとも一方 がアイル ラン ド生 まれであ り、本人 がイギ リス生 まれである人 をア

イル ラン ド系移 民第2世 と して分析 した12。

これ らの研究を受 け、 本稿 では、子 ども移民 を中等教育 開始 開始(11歳)よ り前 にイギ リスに

移住 した人 々 と定 義 を し、彼/彼 女 たちを 「移 民第1.5世 代 」 と呼ぶ。中等教育 開始 前後 までに

イギ リスに入国 した人々 は、少 な くとも数年 間の学校教育 をイギ リスで受 けるチ ャンスがあ り、

英語運用能 力やイギ リス社会 にかんす る知識 を得 て、学業 資格 や職業 資格取得 の可能性 があ り、

イギ リスにおいて多 くの人 々に受容 されてい る価値観、職業観 などを身 につけ る機会 が、成人 し

てか らの移 民に比べて多か った と考 え られ る。 その一方、 エスニ ック ・マイノ リテ ィとして学校

内や、学 校修了後の労 働市場 への参入 において、 同級生 であ る 「白人」 イギ リス人 とは異 な った

体験 をす ることが予想 され る。 なお、「移民第1.5世 代 」を設定す るにあた り、予備 的に、 アフロ ・

カ リビア ン系 を例 にとって、 移民第L5世 代 を設定 す ることの有効性 につ いて考察 し、 その結果

を補論に示 した。

2.デ ー タ の分 析方 法 とエ スニ ッ ク ・グ ル ー プ別 人 口

2.1分 析 方法

LFS83で は、 出生地 と して国 あるいは地域 を質 問 し、 コー ド化 している。 コー ド化 された国あ

るい は地域 を表2.1の よ うに出生地 グループ別 に分類 し、それぞれ をエスニ ック ・グループに

分類 した。 なお、本稿 で は、 白人 自治領、 ス リランカ、 アメ リカ合衆 国、 中南米、 中東、 その他



表2.11983年 労 働力調査 における出身国別 エスニ ック ・グループ分類

新英連邦諸国

新英連邦以外の国々

新英連邦および海外領

新英連邦以外、ソビエ

ト連邦を含む



は対象 か ら除外 した。対象 とした人 々の分類方法 と人数 は以下の とお りである。LFS83の 総 デー

タ数 は247,897件 で あ るが、 この うち出生地 が記録 されて ない29,952件 お よび出生地が 「船 舶、

航空機」 「無 回答」 「知 らない」 とな って い る2,099件 を分 析対 象か ら外 したので、 分析対 象 は

217,846件 で あ る。次 に、本 人の出生地が イギ リスで あるか否 かによ って、本人 が移 住経験者か、

移 住を経験 していないかを分類 した。本人 がイギ リス生 まれ(以 下、 「イギ リス生 まれ」)で ある

の は、203,949件 で あ り、分析 対象者 の93.6%で あ る。 次 に 「イギ リス生 まれ」 を両親 の 出生地

によ って、イギ リス人 と移民 第2世 代 とに分類 す る。 イギ リス生 まれの中で両親 いずれかの出生

地が記録 されて いない者12,942件 、 および 「不 明」 な どの回答 と 「その他」 とコー ド化 され、 国

名 も地域 も特 定不可能 な2,000件 の 合計、14,942件 は分 類対象か ら除外す る。 ゆえ に、 イギ リス

生 まれ の分析対 象者 は、189,007件 で あ る。 この うち、 両親 の出生地 が と もにイギ リスで ある場

合、当該 の人物 を 「イギ リス人」 と判 断す る。 これが、177,928件 で あ った。本人 が イギ リス生

まれで、両親 の少 な くとも一 方が イギ リス生 まれで ない11,078件 を 移民第2世 代 とす る。か れ ら

の分類 は、両親 の出生地 の組み合 わせ によ って3つ に分 ける。 まず、 両親 と も、表2.1の イ ギ

リス以外の同一 の グループに属す る場合、 当該者 を両親 と同一 の系 に属 する移民第2世 代 とす る。

両親が同一 グループに属す る別の国に生 まれていて も同様 であ る。 た とえば、両親 が ジャマイカ

と トリニ ダー ド ・トバ ゴの生 まれであ って も、 同一 の系なので分析対象者 は、 ア フロ ・カ リビア

ン系 とす る。両親 の一 方が イギ リス生 まれで他方が表2.1の イ ギ リス系以外 の生 まれで ある場

合 も当該者 を外国生 まれの親 の出生地 が属 す る系の移民第2世 代 とする。両親 がそれぞれイギ リ

ス以外の別の系に属す る場 合 は当該者 は ミックス とす る。本稿 では ミックスは分析対象 か ら外 し

た。

本人が イギ リス以外 で出生 して いる場合 は原則 と して、 出生 国の属す る系 の移民第1世 代 とす

る。 ただ し、 両親 と もにイギ リス生 まれの2,085人 に ついて は外 国で生 まれ た 「イギ リス人」 と

みな した。 それゆ え、先 のイギ リス生 まれ イギ リス人 と合わせて イギ リス人の総計 は180,014人

で あ る。 それ以外 につ いて は両親 の出生地 にかかわ りな く、 当該者 の出生地が表2.1の いず れ

に属す るかによ って、 その系の移民第1世 代 と判 断 した。 もちろん、 このよ うな分類 では当該人

物のエスニ シテ ィを正 しく反 映 していない場 合があ る。 その一方、両親 の出生地 が当該人物 のエ

スニ シテ ィを反映 してい るわ けで もない。 それゆえ第1世 代 の分類 には当該者 が生 まれ育 った地

域を利用 した。

2.2世 代 別構成 と年齢構成

上記のよ うな分類を行 い、 イギ リス生 まれのイギ リス人 とイギ リス生 まれの第2世 代 を両親 の

出生地別 に分類 した結果 が表2.2で あ る。 イギ リス生 まれ人 口の約87%が 「イギ リス人」 であ

る。移民第2世 代 の中で最 大の集団 はアイル ラ ン ド系 であ り、 イギ リス生 まれ人 口の1.6%を 占



め る。ついで さまざまな ヨー ロッパ諸 国か らの移民 の第2世 代 であ り、 この集 団はイギ リス生 ま

れ人 口のL3%を 占 め る。 新英連邦 か らの移民 は、 イ ン ド系 およびア フロ ・カ リビアン系が それ

ぞれ0,5%前 後 であ る。 表2.2か らあ きらかなよ うに、 アイル ラ ン ド系お よび ヨーロ ッパ系 につ

いて は、両親 の一方 がイギ リス生 まれであ る人 がそれぞれの第2世 代 の3分 の2以 上 を占めてい

る一方、 アフロ ・カ リビア ン系、 イ ン ド系、パ キス タン ・バ ングラデ ッシュ系、 およびア フ リカ

系において は、両親 ともにそれぞれの系に属 す る人 の割合 が高 い。 イギ リス人 との通婚 がそれぞ

れの グループのイギ リス社 会への 「統合」 を示 す とすれば、 アイル ラン ド系 および ヨー ロッパ系

の 「白人」移 民 とそれ以外 に は顕著 な差 があ る。

表2.2イ ギ リス生 まれ人 口に占める各 エスニ ックグループ(第2世 代)の 割合



一方
、表2.3に 示 され る移民第1世 代 において も、 国外生 まれのイギ リス人 を除けば、最大 の

集 団 はヨー ロ ッパ系、 次いでアイル ラン ド系であ る。 これ ら2グ ループで、移民第1世 代人 口の

約3分 の1を 占めてい る。新英連邦 か らの移民 に限れば、 イ ン ド系 が最大 のグループ とな ってい

る。イギ リスへの移民集 団において ヨー ロッパ系 およびアイル ラン ド系 が占める割合 は高 く、移

民研究 は新英 連邦出身者 にのみ焦点 を絞 っていては全体像 をつかむ ことが不可能 である。

子ど も移民の成長後の状況 を、同年齢層の成人後の移民、およびイギ リス生 まれのエスニ ック ・

マイ ノ リテ ィのそれ と比較 す る手 がか りと して、 中等教育 開始年齢(11歳)よ り前 に入 国 してい

る移民を、移民第1.5世 代 と し、11歳 以上で イギ リスに移民 を して きた人 々を成 人移 民第1世 代 と

す る。LFS83で は、 出生年(YearofBirth)、 お よび イギ リス生 まれ以外 の場 合 に は入国年

(YearofEntry)を 調 査 してい る。 これを利 用 して、YearofBirth+10≧YearofEntryと な

る人 は10歳 以下 で入国 した もの とみな して、移 民第1.5世 代 と した。 なお、入 国年 につ いて回答

がな い場合 は、世代別 の分析か ら除外 した。 表2.4は そ れぞれ の世代 の人 口数 と構成比 を しめ

した表で ある。 アイル ラン ド系、 ヨーロッパ系 においてはこの時点 の人口は第2世 代 が中心であ っ

た ことがわか る。 またア フロ ・カ リビア ン系で も人 口の半分以上 は第2世 代 である。 この3つ の

グループで は60年 代後半以 降、新 たにイギ リスに流入 して くる人 の数 は少 な くな っていた ことを

示 してい る。 その一方、 ア フ リカ系は成人移民第1世 代 中心 で、 イ ン ド系、パ キス タン ・バ ング

ラデ ッシュ系 も成 人移民第1世 代 と1.5世 代 が過半 を 占めて いる。 この結果 は先 に見 た移民 の到

着年代 と合致す る。

表2.3イ ギ リス国外生 まれ人 口に占める各エスニ ック ・グループ人 口の割合



表2.5は エ スニ ック ・グループ別、 世代別 の年齢構成 を示 した もので あ る。年 齢層 は、義務

教育修了以前 の16歳 未満、16歳 以上25歳 未 満 を若年層、労働 力人 口の中心 とな る25歳 か ら64歳 ま

でを、25歳 以上45歳 未 満、45歳 以 上65歳 未 満 と2つ に分 け、65歳 以上 の高齢者 とする。表 か ら明

らかなよ うに、エスニ ック ・グループによ って年齢構成 は非常 に異 な ってい る。 アイル ラン ド系

および ヨー ロ ッパ系 は成人移民第1世 代 の高齢化 が進行 してい る。 これ ら2グ ループほどではな

いが、 アフロ ・カ リビア ン系成人第1世 代、 イ ン ド系成人第1世 代 も25歳 未 満層 は少数 である。

イ ンド系 は人口全体 と して は、 イギ リス国外生 まれが過半 を占めている ものの、若年層 に限れば

中心 はイギ リス生 まれ とな ってい る。 これに対 して、 パキス タン ・バ ング ラデ ッシュ系成人移民

第1世 代 およびア フ リカ系成人移民第1世 は比較 的25歳 未満層が比較的多 くな って いる。 さ らに

仔細に検討 す ると、パキス タン ・バ ングラデ ッシュ系 の16歳 以上25歳 未 満層 はその70%が 女 性 で

あ る'3。さらに調査の少 し前 に移民 を して きたと考 え られ る16歳 未満 の移民1.5世 代 が多 いことや、



第2世 代 の年齢 が16歳 未 満 に偏 り、 これを入国年 と重ね る14と、すで にイギ リス に入国 した移民

が出身国か ら若 い女性を妻 と して迎 え家族形成 を始めた直後、あるいはパキスタ ンやバ ングラデ ッ

シュか ら幼い子供を伴 い妻 が移住 を していた状況 が読 み取 れ る。一方 入 国年 が確定 で きるアフ

リカ系成人移民第1世 代773人 の うち、 ウガ ンダ危機 の年で ある1972年 の一年 に94人 の ウガ ンダ

生 まれ15が入 国 し、 これは同世代 全体 の12.2%に あ た る16。 この危機が いか にア フ リカか らイギ リ

スへの人の流れに大 きな影響 を与 えたかを示 してい る。 この時の ウガ ンダか らの移民 が、1983年

の アフ リカ系移民 の社 会経済状況 に与 えた影響 は次節以降 で検討 す る。 第2世 代 にお いて もエス

ニ ック ・グループによ る違 い は明確 であ る。 アイル ラン ド系 および ヨー ロッパ系 では、25歳 以上

45歳 未 満の層が最 も厚 いのに対 して、 その他 のエスニ ック ・グループでは若年者 に偏 った年齢構

成 とな ってい る。

このよ うなエスニ ック ・マイ ノ リテ ィ人 口の年齢構成 の偏 りのため、各年齢層 のエスニ ック ・

マイ ノ リテ ィの構成 は異 な ってい る。45歳 以 降65歳 未 満層 では、94%以 上 がイギ リス人 で、 アイ

ル ラ ン ド系 と ヨー ロッパ系 を合わせて4.6%、 「カ ラー ド」17移民の割合1%強 と非常 に低 いのに対 し

て、16歳 か ら24歳 ま での若年層 で は、 イギ リス人 は89%と10人 に1人 は、 マイノ リテ ィ ・グルー

プ に属 して いる。 アイル ラン ド系 とヨーロ ッパ系 の割合 も6%へ と増加 して いるが、「カ ラー ド」

移民 の割合 も5%へ と増 加 してい る。確か に彼 らは少数派 であ るが決 して無視で き る存 在で はな

い。 さらに若年 層マイ ノ リテ ィの中でア フロ ・カ リビア ン系第2世 代 が比較 的に大 きな割合 を占

めてい る。1970年 代 末か ら80年 代前半、政府 が対処 しなければな らない失業 中のマイノ リテ ィ若

年者 は、パキス タン ・バ ングラデ ッシュ系 とア フ リカ系以外 は、 イギ リスで生 まれ教育 を受 けた

第2世 代が多数派 になって いた。



3.エ ス ニ ッ ク ・グ ル ー プ 別 社 会経 済 状 況

3.1若 年 労働者層の就業状態 と職業構成

表3.1に 若 年層 の就業状態 を示 した。世代 に細分す るとサ ンプル数が非常 に小 さ くなるので、

成人移民第1世 代、第1.5世 代 、 および第2世 代の総計の状況 を表 に した。表か ら、エスニ ック ・

グループによ って若年層 の就 業経済状態 が異 な ってい ることがわか る。 イギ リス人、 アイル ラン

ド系、 ヨー ロ ッパ系 は、約55%が 就 業 し、10%強 が失業状態 にあ るので、 この世代 の3分 の2は 労

働力人口 とな ってい る。 これに比 べて、 ア フロ ・カ リビア ン系は、学校 に とどまる割合 がやや高

く、その一方5人 に1人 弱 は失業状態 であ る。対 して、 イ ン ド系、 ア フ リカ系 は在学 中の人 の割

合が30-40%弱 と高 く、学校 に とどま る傾 向が高 い。 イ ン ド系の6人 に1人 、 ア フ リカ系 では10

%程 度失 業中であ る。 パキス タン ・バ ングラデ ッシュ系 も学校 に とどまる傾 向があるが、失業 し

てい る人の割合 も高 く、5人 に1人 しか就労 していない。 また 「家事」 と答 えている人 が非常 に

多 いの も このグループの特徴で ある18。 その一方、 すべての グル ープに共通 して言 え るのが、政

府訓練制 度を利 用 してい る若者 の割合 の少 なさであ る。次稿 において検討 するよ うに、1976年 の

ノ ッテ ィングヒル ・カーニ ヴァル暴動以 降の 「イギ リスの ブラックの若者 による暴動 と都市反乱

の10年(adecadeofriotandurbanrevoltbyblackBritishyouth)」19の た だなか にあ っ

て、政府 は若者対 象の訓練 プ ログラムを提供 していた。 しか し、労働力調査 の結果 を見 る限 り、

政府の訓 練プ ログラム は多 くの若者 に とって無縁 の ものであ った。

で は、就業 してい る若年者の職業構成 は、 どの ようにな って いるのであ ろうか。LFS83で は、

調査が行 われた前週の職業 および1年 前の職業(2つ 以上職業 がある場合 は副業まで)に つ いて、

非常に詳 細なデー タを収集 してい る。 それ らを職業 グループ としてま とめ、 コー ド化 されている

表3.1エ ス ニックグループ別若年層(16-24歳)の 就業状況(第1世 代+第1.5世 代+第2世 代)



が、本稿で は、それ らを さらに大 き く11分 類 にまとめた。LFSの 職 業 グループ と本稿 の11分 類 の

関係 は表3.2に 示 した。 表3.1と 同 じ理 由で、成人移民第1世 代、第1.5世 代 、 お よび第2世

代の総計を表3.3に 示 した。職業 グループで見 る限 り、 エスニ ック ・グル ープ別の職業の差 は、

パキス タン ・バ ングラデ ッシュ系およびア フ リカ系 を例外 として、 あま り大 きくない。多 くの若

年者が従事 してい るの は、一定 の教育 あ るいは職業訓練 が必要 と考 え られ る事務職 と製造業 であ

る。 この2つ の グループで若年者 の4050%が 従 事 してい る。教育訓練 があま り必要 ない と考 え

られ る職業 グループで は、販売 についてい るのが全体 の約10%、 対 人サ ー ビスが約10%、(半 熟

練)製 造、土木 ・建 築、運輸 交通 を合わせて10%強 で あ る。全体 的な傾 向は似 ている もののそれ

ぞれの グループの特徴 もあ り、 ま とめ ると以下 の とお りであ る。 アイル ラン ド系 は、専 門職、事

務職に従事す る割合 はイギ リス人 と変 わ らない。 その一方事務職 や製造業 に従事 する割合 はやや

低 く、その代 り、土 木 ・建 築、運輸交通、対人 サー ビスにやや多 く従事 してい る。 ヨー ロッパ系

は専門職 が比較的な多い一方、対人 サー ビス業 も多 くな ってい る。 また、土木 ・建築、運輸交通

や熟練、半熟練 を合わせた製造業 もやや少 ない。 ア フロ ・カ リビア ン系 は経営管理職 が少 な く、

事務職が多 い。 より詳細 に検討 す ると、 イギ リス人 では経 営管理 に関す る専 門職が有業者 の2.2

%、 管 理が3.9%で あ るのに対 し、 アフロ ・カ リビア ン系で はそれぞれ0.5%、2.3%と 、 特 に高度

の専門職 に進出 していない。 イ ン ド系は、事務職 が少 な く製造業 に就 く割合 がやや高 い。



例外的であ るパキス タン ・バ ングラデ ッシュ系および、 ア フ リカ系 は、双方 とも経営管理 が非

常に高い とい う特徴があ る。 ただ し、 パキス タン ・バ ングデ ッシュ系 では 「管理」 と答 えている

6人 中、5人 が小規模経営 の 「経営者」、1人 が(専 門職以外 の)自 営、 と答 えている。事業所 の

規模 につ いて は、被 用者が25人 以上 か否かが基準20で あ るので、実際 は家族 あ るいは親族 の経営

す る事業所あ るい は個人経 営の 「経営者」 であ ると考 え られ る。一方 ア フ リカ系 では、経営管理

に関す る専門職 が3人 、10人 の 「経営者」 の内訳 は、大規事業体 が2人 、小規模事業体 が4人 、

自営が4名 とな って いる。パ キス タン ・バ ング ラデ ッシュ系同様 に家族(親 族)経 営の事業体、

個人経営が多い ものの、専 門的な仕事 に従事 してい るもの も含 まれてい る。 さ らに、専 門職 に従

事 してい るものの割合が非常 に高 い。

で は、エスニ ック ・グループ ごとの教育歴、学業 および職業 資格 の差 はどのよ うな状況 なので

あ ろうか。 次に これを検討 す る。

3.2教 育 歴 と学業資格

表3.1は 、 それぞれ のマイ ノ リティ ・グループの若者 のか な りの部分 が16歳 を超えて在学 中

であ ることを示 していた。義務教育修 了年齢 を過 ぎて も学校 に とどま ることには二 つの異 な った

意味があ る。一 つ は、 よ り良い学 歴、職業 資格 を 目指 す進学 であ り、他 の一 つは、不況期 に職 を



得 る見通 しを持つ ことがで きないまま学校 を離 れ ることを避 け るための在籍 である。 まず、 エス

ニ ック ・グループ別の教育歴 を分析 し、次に、学歴および資格 の習得状況におけるマイノ リティ ・

グループの特 徴を検討 す る。

LFS83は 、 「学校 を離れ た年齢(Ageleftschool)」 と 「継続 的な フル タイムでの教育 を修了

した年 齢(Ageatwhichcontinuousfulltimeeducationended)」 を区別 して調査 して いる。

調査員 への指示 によれば、 「学校 を離 れた年齢」 にお ける 「学校」 とは 「シックフォーム ・カ レッ

ジ」 は含む ものの 「テ クニカル ・カ レッジ」 は含 まない。 また 「継続 的な フル タイムでの教育 を

修了 した年 齢」 について は 「継続」 の側面 が重視 されてお り、 中断(徴 兵 による中断は除 く)な

く受 けたフル タイムの教 育を修了 した年齢 を記入す るよ うに求 め られて いる21。 これ に従 うと義

務教育修了後、 シックフォーム ・カ レッジに進学 し、 さ らに大学 へ進 学 した者 は、 「学校 を離 れ

た年齢」 は18歳 、 「継続的 な フル タイ ムで の教育 を修了 した年 齢」 は21,2歳 とな る。以下、教

育歴を2つ に分 け、 「義務教育 のみで学校 を離 れる」 と 「義務教育以降 も学校 に とどまる(大 学

進学を含む)と す る。 それぞれの出身国において学校制度 が異 な るので成年移民第1世 代 に とっ

ての義務 教育修了年 齢 は必 ず しも16歳 とは限 らないが、本稿 では義務教育 の修了 時を、1983年 当

時の イギ リスの義務教育 修了年齢 に合 わせて16歳 と した。「学校を離れ た年齢」 も 「継続的 なフ

ル タイムで の教育 を修 了 した年齢」 が ともに16歳 以下の ものを 「義務教 育のみ」 の もの、 「学校

を出た年 齢」 および 「継続 的な フル タイムでの教育 を修了 した年齢」 が17歳 以上 を 「後期 中等教

育 ・あ るい はフル タイムの職 業訓練 を受 けた(大 学進学 を含 む)」 もの とす る。表3.4そ れ ぞれ

のエスニ ック ・マイ ノ リテ ィの教育歴 を世代別 に示 した ものであ る。

学校を離 れ る年 齢 は、 エスニ ック ・グループによ ってかな り異 な っている。 イギ リス人 とアイ

ル ラ ン ド系 は約60%が 義 務教育 のみで学 校を離れ る。 それ に対 して、義務 教育のみで学校 を離 れ

た人 はイ ン ド系で は約3分 の1、 ア フ リカ系では5分 の1に 過 ぎない。 ア フロ ・カ リビア ン系 と

ヨー ロ ッパ系 はその中間にあ るが、 同世代 のほぼ半分 が16歳 以 降 も学校 に とどま っていた。パ キ

ス タ ン ・バ ング ラデ ッシュ系 の成人 移民 第1世 代 は60%が 義 務 教育 のみ で学校 を離 れ、 さ らに

「学校 に行 って いな い ・わか らない ・答え ない」 とい う回答 も他の グループ と比較 して多 い。詳

細にみ ると、女性で は、15歳 以下 で学校 を離 れた と回答 してい る人 の割合 が3分 の1程 度 お り、

学校を離れ た年齢 も10歳 以下 の女性 もいる。 また 「学校 に行 っていない」人が15%い る。男性 の

場合、15歳 以下 で学校 を離れ た人 は29人 中1人 、「学校 に行 って いない」 とい う回答 も2名 であ

る。パキス タンあ るい はバ ングラデ ッシュで十分 な教育 を受 け る機会 がなか った女性 が移民 とし

て入 って きていた ことがわか る。人数 は少 ない ものの第2世 代 では義務教育以 降 も学校 に とどま

る割合 は50%近 くな り、他 の マイノ リテ ィ ・グループの状況 に近 づいて いる22。で は、 義務教育

以降 も学 校に とどま った若年者 は、 よ り高度 な資格 を得 ることがで きたのであろ うか。

これを検討す るため に、学業および職業 に関す る資格 に着 目す る。LFS83は 個 人 の持 っている



資格について も調査を してい る。LFS83で 調 査 している資格 をそれぞれ学業 に関する資格 と職業

に関す る資格に分 け、大学卒業以上、後期 中等教育修 了程度、 および義務教育修了程度 の三段 階

に 分 け た。 職 業 資 格 につ い て は、 資格 お よ び試 験 管 理 庁(OfficeofQualificationand

ExaminationsRegulation)が 制 定 ・公 表 して い る全 国 資 格 フ レ ー ム ワ ー ク(National

QualificationsFramework)を 参 考 に表3.5の よ うにラ ンク付 けを行 う。職 業資格 につ いて

はエスニ ック ・グループ ごとの、全体像 を把握 す ることを優先 させ、 ランク付 けに細 かい差異 を

設 けない ことに した。 まず、学業 に関す る資格(学 位、A-level,○-level、CES)と 教 育歴 を重

ね ることによ って、エスニ ック ・マイ ノ リテ ィの若年者 に とっての学校教育 が学業 に関する資格

の取得につなが ってい るのかを検討 す る。移民前 の学校制度 がそれぞれのエスニ ック ・グループ

ごとに異 な り、 その ことが学業資格 の取得 に影響を与え る ことを考慮 し、 ここでは移民第2世 代

の状況を検討 の対象 として、若年層 の学業 資格 を表3.6に 示 した。 また、該 当者 を 「義務教育

のみ」 と 「16歳 以降 も在学」 に分 けた。 そのため、 パキス タン ・バ ング ラデ ッシュ系 とア フ リカ



系において はサ ンプル数 が非常 に小 さ く、 サ ンプル としては偏 っている可能性 が高 い。

表3.6(1)は 義 務教育 のみで学校 を離 れた若年者 の学業資格状況 であ る。 アイルラ ン ド系

第2世 代 、 ヨー ロッパ系第2世 代 はイギ リス人 に比 べて資格 の取得状況 に差 があ り、 アイル ラン

ド系 は資格 を取 らず に学校 を離 れ る傾 向が ある一方、 ヨーロ ッパ系 は、 む しろ積極的 に0-level

を 取 得す る傾向があ る。他方、 ア フロ ・カ リビア ン系第2世 代お よびイ ン ド系第2世 代 がよ り低位

の学業資格 であ るCSEを 取 得 する傾 向がある。

表3.6(2)は 義 務教育以 降 も学校 にとどま った若者 の資格取得状況 であ る。 調査時点 にお

いて在学 中の人 も含 まれてい る し、A-levelあ る いは学位 を取得す る年 齢 に達 していな い人 も含

まれてい るので、注意 が必要 であ る。義務教育以 降 もフル タイムの教育 を続 けた若年者 にあ って

は、 ヨー ロ ッパ系第2世 代 は、 イギ リス人 とほぼ同程度 の学業 資格 を取得 している。 アイル ラン

ド系第2世 代 では大学 進学者が イギ リス人等同程度 い るもののA-levelの 取 得者が少 な く、5分 の

1は 調査時点 において何 らの資格 も得て いない。 アフロ ・カ リビアン系、イ ン ド系、パ キスタン ・

バ ングラデ ッシュ系、第2世 代 は、大学進学者 やA-level取 得 者 の割 合が少な く、 それ ぞれ4人 に

1人 は学 業資格を取 ることな く、学校 を離 れてい る。他方、 ア フ リカ系 は学位 の取得率 が非常 に

高い。

以上をま とめれば、 アイル ラン ド系は、義務教育修 了時点 では学業資格 を取 る ことな く学校 を

去 る傾向が強 い。義務 教育以降 も教育機 関に とどまったアイル ラン ド系第2世 代 は、 イギ リス人

と同様 に両極分 化す る傾 向があ り、大学 へ の進学率 も比較的高 いが、A-levelの 取 得 率がや や低

く、5人 に1人 は学業 資格 を得 ることな く、学校 を離 れ る。一方 ヨー ロッパ系 は義務教育以 降 も



学校に とどま る比率がやや高 く、 資格 について もイギ リス人以上 に取得 してい る。 ア フロ ・カ リ

ビア ン系、イ ン ド系 は、義務教育 で修 了す る場合 は、 イギ リス人 と同等程度学業資格 を取得 する

もの の、17歳 以降 まで フル タイムの教 育機関 に とどまった として も、0-level以 上 を取 得す るの

は、60%程 度 であ り、(イ ギ リス人 は4人 に3人 は取得)、 約25%は ま った く学業資格 を得 る こと



な く学校 を離 れ る。 「カ ラー ド」・マイ ノ リテ ィ ・グル ープの若者 は、0-levelの 取 得 につ いては

イギ リス人 の若者 と大 きな差 はないものの、義務教育修了以 降までの学校 にとどま った として も、

A-level、 さ らに は学位 の取得 を 目指す ことは少 な い。例外 的 な存在 はア フ リカ系 であ り、上位

の学業資格 を取得 す る。

2.6職 業 に関す る資格

で は、職業 に関 す る資格の取得状況 はどのよ うな もので あろ うか。 表3.7に 各 エスニ シテ ィ

の職業資格取得 状況を示 した。職業 資格 については、 この年代 の若年者 においては、学業 や職業

訓練を修了 していない人 も多いため、 エスニ シテ ィにかかわ りな く、職業資格 を取得 している人

が少数で あ る。 その ため、各 エスニ ックを成人 第1世 代、第1.5世 代 お よび第2世 代 を まとめ、

また上記の学 業資格分析 の際に行 ったよ うに対象者 を在学年 限で分 ける ことは行 わない。

表3.7か らわかるよ うに、職業資格 の取得状況 は、学業資格 ほどにもは、 エスニ ック ・グルー

プのよ る差異 がない。 とはいえ、 それぞれの特徴 もあ る。 アイル ラン ド系第2世 代 は、学業資格

と同様 に二極化 してい る。高度 の職業資格 を得 ている比率がイギ リス人 とあまり変 わ らない一方、

学業に関す る資格 も含 めていかな る資格 も得 ていない若者 の割合 も高 い。 ア フロ ・カ リビア ン系

は大卒程度 にあた る高度 の職業 資格 を取得 してい るものがほぼ皆無 である。資格 に対 する無 関心



を含意 していると考えられる 「無回答 ・知 らない」が他のグループに対 してかなり高い。その一

方、後期中等教育相当、および義務教育修了相当の職業資格についてはイギ リス人 とほぼ同程度

の割合の若者が取得 している。すでに学業資格で述べたように、アフロ ・カリビアン系の若者は、

0-levelは比較的多 くが取得 していた。同様のことが職業資格 についても言える。イン ド系およ

びアフリカ系は高度の職業資格には比較的熱心であるものの、イギ リス人が積極的に取得する中

位の職業資格取得率は比較的低い。パキスタン・バングラデッシュ系とヨーロッパ系は、高度の

職業資格を取得するものがイギ リス人 と同程度いる一方で、学業資格のみの若者の割合が比較的

高い。

教育歴および学業資格、職業資格の取得状況を総合的に考慮すると、各エスニック・グループ

の教育や資格にたいする態度は以下のようにまとまられる。イギ リス人は6割 が義務教育で学校

を離れ、そのうちの4割 が学業資格を取 らない。彼 らは、ポール ・ウィリスが 『ハマータウンの

野郎ども』23で描いた学校文化を否定 し、資格がなくとも入職できるが、将来性のない肉体労働、

半熟練労働を選び取 ってい く若年者、あるいはその女性版 と考えられる。その一方、義務教育以

降も在学す る場合は、大半は0-level以上の学業資格を取得する。職業資格については2割 程度

が何 らかの職業資格を持 っており、その中心は一定の教育や職業訓練が必要な資格 となっている。

アイルランド系もほぼ同様の割合が義務教育のみで学校を去るが、かれ らの学業資格の取得率は、

イギ リス人よりもさらに低い。義務教育歳以降も在学する場合は2極 化する傾向にあり、大学に

進学する割合 も高いが、0-levelか それ以下で最終的に教育機関を去る割合も高 く、イギリス人

よりもA-level取得者の割合がやや低い。職業資格については、アイランド系は高度あるいは中

位の職業資格を取得 しようとする人々と、学業 ・職業 ともに資格がない人に分かれていく。イギ

リス人よりも学校制度や資格 とは親和性がない人がやや多い。 これと対照的なのがヨーロッパ系

であり、義務教育で修了する人の割合 はイギ リス人 よりも低 く、 その場合 も比較的多 くが0-

levelを取得する。16歳 以降まで在学 した場合は、○-level以上の学業資格を取得する場合が多い。

学業資格の取得状況に比較すると職業資格の取得はやや少なくなるものの、高度の資格を取得す

る人はイギ リス人と同程度である。彼 らは、学校制度 と学業資格の価値を白人マジョリティであ

るイギ リス人よりも高 く評価 している。

「カラー ド」 ・マイノリティはいずれも16歳以降も学校にとどまる傾向が強い。 しかし、アフ

リカ系を例外として、在学期間の延長は必ずしも学業資格の向上にはつながっていない。16歳 以

降在学 して も、0-levelあ るいはそれ以下の取得で終わる人が多い。つまり学業資格のみを見れ

ば、「カラー ド」・マイノリティは高い資格を目指 して義務教育以降も在学するのではなく、失業

状態を避 けるために在学状態を続けていることが示唆される。他方、職業資格では、アフロ・カ

リビアンの若者 は比較的熱心である。高度職業資格の取得はほとんどないが、中位あるいは低位

の職業資格は積極的に所得 している。 ここでもアフリカ系は例外である。他の 「カラー ド」・マ



イ リティは、イギ リス人 ほどには職業資格を得ていないものの、学業資格ほども差はない。

すでにみたように、「カラー ド」・マイノリティの若者では就労状況について 「失業中」 と答え

た人の割合が高かった。彼 らの学校から労働への移行あるいは移行の失敗は学校教育あるいは職

業訓練といかに関連 しているのであろうか。若者の教育歴、取得資格 と職業 との関連性を個人 レ

ヴェルで分析することが次の課題である。また、マイノリティ若年層の高い失業率 とそれが原因

の一つとなっている都市における暴動に直面 した政府がいかに対応 したか、あるいは対応に失敗

したかを次稿以降で検討する。

補論 第1.5世 代 を定義する意 義

「表補論1」 は、LSF83の 調査対象となったアフロ ・カリビアン系第1世 代を10歳 以下でイギ

リスに移民 した人を移民第1.5世代、入国時に11歳 を超えていた人を成人移民第1世 代とし、第2

世代と合わせて、「フルタイム教育修了時年齢」の分布を示 したものである。それぞれの世代の

年齢構成の差による学校修了年齢の差を除外するために、それぞれの世代から16歳以上45歳 未満

の人のみを対象として比較 した。本論に合わせて、16歳 以上24歳 未満 としなかったのは、2つ の

理由がある。第一の理由は1950年代、西インド諸島からのイギ リスへの移民のピークの時期に、

若い労働者 として移住 してきたアフロ・カ リビアン出身者は83年 には40歳代から50歳代になって

いると考えられ、検討対象を44歳 まで拡大することによってアフロ・カ リビアン系移民の成人移

民第1世 代の多 くをカヴァーできると考えたためである。第2の 理由はサンプル数が少なくなる

ことを防 ぐためである。「フルタイム教育修了時年齢」を選んだのは、若年者の社会経済状況 と

彼らへの教育訓練政策に着 目する本研究では、 フルタイム教育機関の在学年数は分析上重要な要

因と考えられるからである。表から明らかなように、成人移民第1世 代の約64%は イギ リスにお

ける義務教育修了年齢以下でフルタイムの教育を修了 しているのに対 して、第1.5世代、第2世

代ではこの割合は、43%程 度 となり、代わって成人移民第1世 代では3分 の1未 満であった16歳

以降も学校にとどまる人の割合は、50%弱 へと増加する24。一方、第1.5世代と第2世 代との差は

ほとんどない25。アフロ ・カ リビアン系のフルタイム教育修了年齢に関す る限り、初等教育修了

年齢以前にイギ リスに移民 した人々は、同年代であっても11歳以降に移民 した人々とは異なって



おり、む しろイギ リス生 まれの第2世 代と共通性がある。他の調査事項における世代間差異の検

討および、移民第1.5世代を年齢で定義する際に、 どのような基準をもうけるべ きであるかにつ

いての検討 はさらに行われるべきである。 しかし、エスニック・マイノ リティを分析する際、第

1世 代、第2世 代と2分 割するよりも、子 ども時代に移民 し、定住先の社会制度、文化、価値観

等に成長過程で接する機会が多かった移民第1.5世代を設定することは有効であると考えた。
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